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告

示 

埼
玉
県
告
示
第
千
四
十
号 

 
Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
基
づ
く
政
府
調
達
に
関
す
る
協
定
の
適
用
を
受
け
る
調
達
に
つ
い
て
、
落
札
者
を
決

定
し
た
の
で
、
次
の
と
お
り
公
示
す
る
。 

令
和
五
年
九
月
二
十
二
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 



１ 購入等件名及び数量 

  次期文書管理システム構築業務委託 一式 

２ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 

  埼玉県企画財政部情報システム戦略課業務システム最適化推進担当 埼玉県さ

いたま市浦和区高砂３丁目 15 番１号 

３ 落札者を決定した日 

  令和５年８月 28 日 

４ 落札者の氏名及び住所 

  株式会社富士電機 IT ソリューション株式会社 東京都千代田区外神田６丁目

15 番 12 号 

５ 落札金額 

  195,000,000円 

６ 契約の相手方を決定した手続 

  一般競争入札 

７ 入札の公告を行った日 

  令和５年６月20日 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
千
四
十
一
号 

 
日
高
市
に
お
け
る
地
籍
調
査
の
成
果
を
、
国
土
調
査
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
八
十
号
）

第
十
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
国
土
調
査
の
成
果
と
し
て
認
証
し
た
の
で
、
同
条
第
四
項
の
規

定
に
よ
り
次
の
と
お
り
公
告
す
る
。 

 
 

令
和
五
年
九
月
二
十
二
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

 

 

日

高

市 

調
査
を
行
っ 

た
者
の
名
称 

令

和

二

年

度 

令

和

四

年

度 

調

査

を

行

っ

た 

時 
 
 
 
 
 
 
 

期 

地

籍

図

四

枚 

地

籍

簿

一

冊 

成

果

の 
名

称 

 

日
高
第
四
十
五
―

二
地
区
（
大
字
高
萩

の
一
部
（
元
下
高
萩

分
を
含
む
）
） 

調

査

を

行

っ

た 

地

区 

  

令
和
五
年
九
月

十
五
日 

 
 

認

証 

年

月

日 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
千
四
十
二
号 

 
と
き
が
わ
町
に
お
け
る
地
籍
調
査
の
成
果
を
、
国
土
調
査
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
八
十

号
）
第
十
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
国
土
調
査
の
成
果
と
し
て
認
証
し
た
の
で
、
同
条
第
四
項

の
規
定
に
よ
り
次
の
と
お
り
公
告
す
る
。 

 
 

令
和
五
年
九
月
二
十
二
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

 

 

と
き
が
わ
町 

調
査
を
行
っ 

た
者
の
名
称 

令

和

三

年

度 

令

和

四

年

度 

調

査

を

行

っ

た 

時 
 
 
 
 
 
 
 

期 

地

籍

図

四

十

七

枚 

地

籍

簿

一

冊 

成

果

の 
名

称 

 

西
平
一
地
区
（
大
字

西
平
の
一
部
） 

調

査

を

行

っ

た 

地

区 

  

令
和
五
年
九
月

十
五
日 

 
 

認

証 

年

月

日 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
千
四
十
三
号 

 
越
谷
市
に
お
け
る
地
籍
調
査
の
成
果
を
、
国
土
調
査
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
八
十
号
）

第
二
十
一
条
の
二
第
六
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
同
法
第
十
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ

り
、
街
区
境
界
調
査
成
果
と
し
て
認
証
し
た
の
で
、
同
法
第
二
十
一
条
の
二
第
六
項
に
お
い
て
読

み
替
え
て
準
用
す
る
同
法
第
十
九
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
次
の
と
お
り
公
告
す
る
。 

 
 

令
和
五
年
九
月
二
十
二
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

   

 

越

谷

市 

調
査
を
行
っ
た 

者

の

名

称 

令

和

四

年

度 

調
査
を
行
っ
た 

時

期 
街
区
境
界
調
査 

図
十
二
枚 

街
区
境
界
調
査 

簿
一
冊 

成

果

の 

名

称 

越
谷
第
六
―
五

計

画
区
（
北
越
谷
一

丁

目

の

一

部

） 

調
査
を
行
っ
た 

地

区 

令
和
五
年
九
月 

十
五
日 

認

証 

年

月

日 

 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
千
四
十
四
号 

 
伊
奈
町
に
お
け
る
地
籍
調
査
の
成
果
を
、
国
土
調
査
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
八
十
号
）

第
二
十
一
条
の
二
第
六
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
同
法
第
十
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ

り
、
街
区
境
界
調
査
成
果
と
し
て
認
証
し
た
の
で
、
同
法
第
二
十
一
条
の
二
第
六
項
に
お
い
て
読

み
替
え
て
準
用
す
る
同
法
第
十
九
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
次
の
と
お
り
公
告
す
る
。 

 
 

令
和
五
年
九
月
二
十
二
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

   

 

伊

奈

町 

調
査
を
行
っ
た 

者

の

名

称 

令

和

四

年

度 

調
査
を
行
っ
た 

時

期 
街
区
境
界
調
査 

図
七
枚 

街
区
境
界
調
査 

簿
一
冊 

成

果

の 

名

称 

大

字

小

室

三

地

区
（
大
字
小
室
の

一
部
） 

調
査
を
行
っ
た 

地

区 

令
和
五
年
九
月 

十
五
日 

認

証 

年

月

日 

 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
千
四
十
五
号 

 
久
喜
市
に
お
け
る
地
籍
調
査
の
成
果
を
、
国
土
調
査
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
八
十
号
）

第
二
十
一
条
の
二
第
六
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
同
法
第
十
九
条
第
二
項
の
規
定
に
よ

り
、
街
区
境
界
調
査
成
果
と
し
て
認
証
し
た
の
で
、
同
法
第
二
十
一
条
の
二
第
六
項
に
お
い
て
読

み
替
え
て
準
用
す
る
同
法
第
十
九
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
次
の
と
お
り
公
告
す
る
。 

 
 

令
和
五
年
九
月
二
十
二
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

   

 

久

喜

市 

調
査
を
行
っ
た 

者

の

名

称 

令

和

四

年

度 

調
査
を
行
っ
た 

時

期 
街
区
境
界
調
査 

図
十
二
枚 

街
区
境
界
調
査 

簿
一
冊 

成

果

の 

名

称 

菖
蒲
六
地
区
（
菖

蒲

町

菖

蒲

地

区

の
一
部
） 

調
査
を
行
っ
た 

地

区 

令
和
五
年
九
月 

十
五
日 

認

証 

年

月

日 

 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
千
四
十
六
号 

 
土
地
改
良
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
九
十
五
号
）
第
六
十
八
条
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す

る
同
法
第
十
八
条
第
十
七
項
の
規
定
に
よ
り
、
解
散
認
可
し
た
熊
谷
中
央
土
地
改
良
区
か
ら
清
算

人
に
就
任
し
た
者
の
氏
名
及
び
住
所
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
届
出
が
あ
っ
た
。 

令
和
五
年
九
月
二
十
二
日 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 

 

清
算
人
の
氏
名
及
び
住
所 

 

氏 
 

名 
 

 
 

 
 

住 
 

所 

 

淺 

見 

五 

兵 
 

 

埼
玉
県
熊
谷
市
玉
井
千
五
百
十
四
番
地 

 

矢
田
堀 

房 

雄 
 

 

同 
 

同 
 

上
奈
良
千
三
百
六
十
二
番
地 

 

鈴 

木 

康 

夫 
 

 

同 
 

同 
 

玉
井
千
六
十
八
番
地 

 

持 

田 

英 

昭 
 

 

同 
 

同 
 

同 

千
十
番
地 

 

富 

岡 
 

 

清 
 

 

同 
 

同 
 

中
奈
良
二
千
三
百
五
十
九
番
地 

 

鈴 

木 

正 

一 
 

 

同 
 

同 
 

玉
井
千
十
九
番
地 

 

中 

島 

と
よ
子 

 
 

同 
 

同 
 

同 

千
四
百
五
十
三
番
地 

 

鯨 

井 

邦 

夫 
 

 

同 
 

同 
 

同 

千
八
百
九
番
地
一 

 

中 

島 

忠 

行 
 

 

同 
 

同 
 

同 

千
八
百
四
十
三
番
地
二 

 

田 

口 
 

 

清 
 

 

同 
 

同 
 

代
千
二
百
三
十
八
番
地
二 

 

持 

田 

朝 

光 
 

 

同 
 

同 
 

玉
井
千
百
二
番
地 

 

森 

田 

竹 

一 
 

 

同 
 

同 
 

久
保
島
千
十
番
地 

 

持 

田 

隆 

夫 
 

 

同 
 

同 
 

玉
井
千
四
百
八
十
五
番
地 

 

並 

木 

善 

明 
 

 

同 
 

同 
 

同 

七
十
四
番
地
一 

 

石 

関 

久 

男 
 

 

同 
 

同 
 

同 

千
四
百
五
十
番
地 

 

渡 

辺 

芳 

信 
 

 

同 
 

同 
 

同 

九
十
二
番
地 



告

示 

埼
玉
県
告
示
第
千
四
十
七
号 

 
測
量
計
画
機
関
で
あ
る
独
立
行
政
法
人
水
資
源
機
構
利
根
導
水
総
合
事
務
所
か
ら
次
の
と
お
り

公
共
測
量
を
実
施
す
る
旨
の
通
知
を
受
け
た
の
で
、
測
量
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
百
八
十
八

号
）
第
三
十
九
条
に
お
い
て
準
用
す
る
同
法
第
十
四
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
公
示
す
る
。 

 
 

令
和
五
年
九
月
二
十
二
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
知
事 

大 

野 

元 

裕 
 

 
 

一 

測
量
計
画
機
関 

 
 

独
立
行
政
法
人
水
資
源
機
構
利
根
導
水
総
合
事
務
所 

二 

作
業
種
類 

 
 

公
共
測
量
（
水
準
測
量
） 

三 

作
業
地
域 

 
 

埼
玉
県
行
田
市
地
内 

四 

作
業
期
間 

 
 

令
和
五
年
八
月
三
十
一
日
か
ら
令
和
六
年
二
月
九
日
ま
で 

 



告

示 

埼
玉
県
飯
能
県
土
整
備
事
務
所
長
告
示
第
八
号 

 
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
道
路
の

区
域
を
次
の
よ
う
に
変
更
す
る
。 

 

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
五
年
九
月
二
十
二
日
か
ら
三
十
日
間
埼
玉
県
県
土
整
備
部
道
路
環
境

課
及
び
埼
玉
県
飯
能
県
土
整
備
事
務
所
に
お
い
て
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。 

令
和
五
年
九
月
二
十
二
日 

埼
玉
県
飯
能
県
土
整
備
事
務
所
長 

遠 

井 

文 

大 

一 

道
路
の
種
類 

県
道 

二 

路 

線 

名 

飯
能
寄
居
線 

三 

道
路
の
区
域



 
新 旧 

旧 

新 

別 
入
間
郡
毛
呂
山
町
大
字
毛
呂
本
郷
字
宿

口
九
六
九
番
地
先
か
ら
同
郡
同
町
大
字

毛
呂
本
郷
字
宿
口
九
七
三
番
地
先
ま
で 

区 
 
 
 

間 

 
 

八
・
二
四
～ 

 
 
 
 

一
八
・
三
三 

 
 

七
・
九
六
～ 

 
 
 
 
 

八
・
六
六 

敷
地
の
幅
員 

（
メ
ー
ト
ル
） 

一
六
・
一
二 

延 
 

長 

（
メ
ー
ト
ル
） 

 

備 
 

考 



告

示 

埼
玉
県
飯
能
県
土
整
備
事
務
所
長
告
示
第
九
号 

道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
次
の

よ
う
に
道
路
の
供
用
を
開
始
す
る
。 

 

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
五
年
九
月
二
十
二
日
か
ら
三
十
日
間
埼
玉
県
県
土
整
備
部
道
路
環
境

課
及
び
埼
玉
県
飯
能
県
土
整
備
事
務
所
に
お
い
て
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。 

令
和
五
年
九
月
二
十
二
日 

埼
玉
県
飯
能
県
土
整
備
事
務
所
長 

遠 

井 

文 

大 
 

 



  

   

飯
能
寄
居
線 

  

路 
 

線 
 

名 

 

入
間
郡
毛
呂
山
町
大
字
毛
呂
本
郷
字
宿
口
九

六
九
番
地
先
か
ら
同
郡
同
町
大
字
毛
呂
本
郷

字
宿
口
九
七
三
番
地
先
ま
で 

供
用
開
始
の
区
間 

令
和
五
年
九
月
二
十
二
日 

供
用
開
始
の
期
日 

 

 

令
和
五
年
九
月
二
十
二
日

付
け
埼
玉
県
飯
能
県
土
整
備

事
務
所
長
告
示
第
八
号
で
告

示
し
た
道
路
予
定
区
域
の
供

用
開
始
で
あ
る
。 

 

延
長
一
六
・
一
二
メ
ー
ト

ル 

備 

 

考 



告

示 

埼
玉
県
飯
能
県
土
整
備
事
務
所
長
告
示
第
十
号 

 
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
三
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
道
路

の
占
用
を
制
限
す
る
区
域
を
指
定
す
る
こ
と
と
し
た
の
で
、
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
次
の
と

お
り
公
示
す
る
。 

 

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
五
年
九
月
二
十
二
日
か
ら
二
週
間
埼
玉
県
県
土
整
備
部
道
路
環
境
課

及
び
埼
玉
県
飯
能
県
土
整
備
事
務
所
に
お
い
て
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。 

令
和
五
年
九
月
二
十
二
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
埼
玉
県
飯
能
県
土
整
備
事
務
所
長 

遠 

井 

文 

大 
 

 
 

一 

道
路
の
種
類
及
び
路
線
名 

 
 

 
 

 
 

占
用
を
制
限
す
る
区
域 

 
 

県
道 

飯
能
寄
居
線 

 
 

 

入
間
郡
毛
呂
山
町
大
字
毛
呂
本
郷
字
宿
口
九
六
九
番
地
先
か 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

ら
同
郡
同
町
大
字
毛
呂
本
郷
字
宿
口
九
七
三
番
地
先
ま
で 

二 

制
限
の
対
象
と
す
る
占
用
物
件 

 
 

新
た
に
地
上
に
設
け
る
電
柱
（
占
用
の
制
限
の
開
始
の
期
日
よ
り
前
に
占
用
を
認
め
ら
れ
た 

 

電
柱
の
更
新
又
は
移
設
に
よ
る
も
の
を
除
く
。
） 

 
 

た
だ
し
、
電
柱
を
地
上
に
設
け
る
や
む
を
得
な
い
事
情
が
あ
り
、
当
該
道
路
の
敷
地
外
に
直 

 

ち
に
用
地
を
確
保
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
は
な
い
。 

三 

占
用
を
制
限
す
る
理
由 

 
 

緊
急
輸
送
道
路
の
占
用
を
制
限
す
る
こ
と
に
よ
り
、
災
害
が
発
生
し
た
場
合
に
お
け
る
被
害 

 

 

の
拡
大
を
防
止
す
る
た
め
。 

四 

占
用
の
制
限
の
開
始
の
期
日 

 
 

令
和
五
年
九
月
二
十
三
日 



告

示 

埼
玉
県
飯
能
県
土
整
備
事
務
所
長
告
示
第
十
一
号 

 
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
道
路
の

区
域
を
次
の
よ
う
に
変
更
す
る
。 

 

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
五
年
九
月
二
十
二
日
か
ら
三
十
日
間
埼
玉
県
県
土
整
備
部
道
路
環
境

課
及
び
埼
玉
県
飯
能
県
土
整
備
事
務
所
に
お
い
て
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。 

令
和
五
年
九
月
二
十
二
日 

埼
玉
県
飯
能
県
土
整
備
事
務
所
長 

遠 

井 

文 

大 
 

 
 

一 

道
路
の
種
類 

一
般
国
道 

二 

路 

線 

名 

四
百
七
号 

三 

道
路
の
区
域



 

 

  新   旧 

旧 

新 
別 

 

鶴
ヶ
島
市
大
字
高
倉
字
新
右
エ
門
前
一

一
五
八
番
五
地
先
か
ら
同
市
大
字
高
倉

字
鼠
橋
一
〇
二
六
番
地
先
ま
で 

  
鶴
ヶ
島
市
大
字
高
倉
字
新
右
エ
門
前
一

一
五
八
番
五
地
先
か
ら
同
市
大
字
高
倉

字
新
右
エ
門
前
一
一
五
八
番
一
地
先
ま
で 

 
区 

 
 
 

間 

 
 

一
六
・
〇
〇
～ 

 
 
 
 

 

七
〇
・
一
八 

 
 

九
・
〇
〇
～ 

 
 
 
 

 

三
七
・
一
九 

敷
地
の
幅
員 

（
メ
ー
ト
ル
） 

三
〇
六
・
九
六 

延 
 

長 

（
メ
ー
ト
ル
） 

令
和
四
年
六
月
十
七
日
付
け
埼
玉
県
飯
能
県
土
整

備
事
務
所
長
告
示
第
六
号
で
告
示
し
た
道
路
予
定

区
域
の
一
部
変
更
で
あ
る
。 

備 

 

 

考 



告

示 

埼
玉
県
行
田
県
土
整
備
事
務
所
長
告
示
第
三
十
二
号 

道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
百
八
十
号
）
第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
道
路
の

区
域
を
次
の
よ
う
に
変
更
す
る
。 

 

そ
の
関
係
図
面
は
、
令
和
五
年
九
月
二
十
二
日
か
ら
三
十
日
間
埼
玉
県
県
土
整
備
部
道
路
環
境

課
及
び
埼
玉
県
行
田
県
土
整
備
事
務
所
に
お
い
て
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る
。 

 
 

令
和
五
年
九
月
二
十
二
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
行
田
県
土
整
備
事
務
所
長 

酒 

井 

敦 

司 
 

 
 

一 

道
路
の
種
類 

 

県
道 

二 

路 

線 

名 
 

新
郷
停
車
場
線 

三 

道
路
の
区
域



 

新 旧 

旧 

新 
別 

羽
生
市
大
字
上
新
郷
字
中
新
田
東
一
五
八

八
番
一
地
先
か
ら 

同
市
大
字
上
新
郷
字
中
新
田
東
七
八
番
三

地
先
ま
で 

区 
 
 
 

間 

  

七
・
三
三
～ 

           

一
二
・
〇
三 

  

七
・
三
三
～ 

           

一
〇
・
二
九 

敷
地
の
幅
員 

（
メ
ー
ト
ル
） 

一
三
九
・
六
〇 

延 
 
 
 

長 

（
メ
ー
ト
ル
） 

 

備 
 

考 



告

示 

埼
玉
県
公
営
企
業
告
示
第
三
十
七
号 

 
Ｗ
Ｔ
Ｏ
に
基
づ
く
政
府
調
達
に
関
す
る
協
定
の
適
用
を
受
け
る
調
達
に
つ
い
て
、
随
意
契
約
の

相
手
方
を
決
定
し
た
の
で
、
次
の
と
お
り
公
示
す
る
。 

令
和
五
年
九
月
二
十
二
日 

埼
玉
県
公
営
企
業
管
理
者 

北 

島 

通 

次 

 
 



１  調達案件名及び数量  

  023 管委第１号水総合管理システムプログラム修正業務委託  一式  

２  契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地  

  埼玉県企業局水道管理課水運用・省エネ担当  埼玉県さいたま市浦和区高砂  

 ３丁目 14 番 21 号  

３  随意契約の相手方を決定した日  

  令和５年７月 25 日  

４  随意契約の相手方の氏名及び住所  

  東芝インフラシステムズ株式会社北関東支店  埼玉県さいたま市大宮区宮町  

 １丁目 114 番地１  

５  随意契約に係る契約金額（税込み）  

  58,300,000 円  

６  契約の相手方を決定した手続き  

  随意契約  

７  随意契約とした理由  

  地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第 11 条第  

 １項第２号  



告

示 

埼
玉
県
選
管
告
示
第
六
十
六
号 

 
公
職
選
挙
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
五
年
政
令
第
八
十
九
号
）
第
五
十
五
条
第
二
項
及
び
第
四
項

第
二
号
（
他
の
政
令
に
お
い
て
準
用
し
、
又
は
例
に
よ
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
不
在
者

投
票
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
施
設
を
次
の
と
お
り
指
定
し
た
。 

 
 

令
和
五
年
九
月
二
十
二
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
選
挙
管
理
委
員
会
委
員
長 

岡 

田 

昭 

文 
 

 
 

  

病
院 

老
人
ホ
ー
ム 

老
人
ホ
ー
ム 

種 
 

別 

医
療
法
人
社
団
彩
優
会 

栗
橋
病
院 

社
会
福
祉
法
人
桐
和
会 

特
別
養
護
老
人

ホ
ー
ム 

タ
ム
ス
さ
く
ら
の
杜
三
郷 

社
会
福
祉
法
人
プ
ラ
モ
ウ
ト
・
サ
ー
ク
ル
ク

ラ
ブ 

地
域
密
着
型
特
別
養
護
老
人
ホ
ー

ム 

サ
ー
ク
ル
ホ
ー
ム
か
た
や
な
ぎ 

施
設
の
開
設
主
体
及
び
名
称 

埼
玉
県
久
喜
市
小
右
衛
門
七
百
十
四

番
地
六 

埼
玉
県
三
郷
市
栄
四
丁
目
三
百
八
十

一
番
地 

埼
玉
県
坂
戸
市
片
柳
千
四
百
三
十
一

番
一 

所 
 

在 
 

地 



告

示 

埼
玉
県
選
管
告
示
第
六
十
七
号 

 
公
職
選
挙
法
施
行
令
（
昭
和
二
十
五
年
政
令
第
八
十
九
号
）
第
五
十
五
条
第
二
項
及
び
第
四
項

第
二
号
（
他
の
政
令
に
お
い
て
準
用
し
、
又
は
例
に
よ
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
不
在
者

投
票
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
次
の
施
設
に
つ
き
、
そ
の
指
定
を
解
除
し
た
。 

 
 

令
和
五
年
九
月
二
十
二
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

埼
玉
県
選
挙
管
理
委
員
会
委
員
長 

岡 

田 

昭 

文 
 

 
 

  

病
院 

種 
 

別 

秋
谷
病
院 施

設
の
開
設
主
体
及
び
名
称 

埼
玉
県
幸
手
市
中
四
丁
目
十
四
番
四

十
一
号 

 

所 
 

在 
 

地 



雑

報 

 
公
立
大
学
法
人
埼
玉
県
立
大
学
公
告 

 
地
方
独
立
行
政
法
人
法
（
平
成
十
五
年
七
月
十
六
日
法
律
第
百
十
八
号
）
第
三
十
四
条
第
三
項

の
規
定
に
基
づ
き
、
令
和
四
事
業
年
度
公
立
大
学
法
人
埼
玉
県
立
大
学
の
財
務
諸
表
を
次
の
と
お

り
公
告
す
る
。 

令
和
五
年
九
月
二
十
二
日 公

立
大
学
法
人
埼
玉
県
立
大
学
理
事
長 

田 

中 
 

 

滋 
 

 
 



至　令和　５年　３月３１日

公立大学法人埼玉県立大学

令和４年度

財　務　諸　表

第　１３　期

自　令和　４年　４月　１日



貸借対照表 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１

損益計算書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３

純資産変動計算書 ・・・・・・・・・・・・・・・５

キャッシュ・フロー計算書 ・・・・・・・・・・・・・・・６

利益の処分に関する書類 ・・・・・・・・・・・・・・・７

重要な会計方針及び注記事項 ・・・・・・・・・・・・・・・８

附属明細書

（１） 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第87　特定の資産

に係る費用相当額の会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る

特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。）

並びに減損損失の明細 ・・・・・・・・・・１３

（２） 棚卸資産の明細 ・・・・・・・・・・・・・・１４

（３） 有価証券の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・１４

（４） 長期貸付金の明細 ・・・・・・・・・・・・・・１４

（５） 長期借入金の明細 ・・・・・・・・・・・・・・１４

（６） 公立大学法人債の明細 ・・・・・・・・・・・・・１４

（７） 引当金の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・１４

（８） 資産除去債務の明細 ・・・・・・・・・・・・・１４

（９） 保証債務の明細 ・・・・・・・・・・・・・・１４

（１０） 資本剰余金の明細 ・・・・・・・・・・１５

（１１） 目的積立金の取崩しの明細　 ・・・・１６

（１２） 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 ・・・・１７

（１３） 運営費交付金以外の設立団体等からの財源措置の明細・・１７

（１４） 役員及び教職員の給与の明細 ・・・・・・・・・・１９

（１５） 開示すべきセグメント情報 ・・・・・・・・・・・１９

（１６） 業務費及び一般管理費の明細 ・・・・・・・・・・２０

（１７） 寄附金の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・２２

（１８） 受託研究の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・２２

（１９） 共同研究の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・２２

（２０） 受託事業等の明細 ・・・・・・・・・・・・・・２２

（２１） 科学研究費助成事業等の明細・・・・・・・・・・・２３

（２２） 上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細 ・・・２４

（目　次）



(単位：円)

資 産 の 部

Ⅰ   固 定 資 産

     有形固定資産

       土地 4,742,100,000

       建物 22,214,267,878

       　減価償却累計額 △ 11,978,287,105 10,235,980,773

       構築物 1,270,922,669

   　    減価償却累計額 △ 637,002,277 633,920,392

       機械装置 8,281,173

       　減価償却累計額 △ 8,281,172 1

       工具器具備品 1,073,479,793

       　減価償却累計額 △ 758,984,398 314,495,395

       図書 370,888,468

       美術品･収蔵品 22,872,000

       車両運搬具 3,013,500

       　減価償却累計額 △ 3,013,499 1

       建設仮勘定 35,247,568

       リース資産 184,018,768

       　減価償却累計額 △ 42,408,806 141,609,962

     　有形固定資産合計 16,497,114,560

     無形固定資産

       電話加入権 16,000

     　無形固定資産合計 16,000

     投資その他の資産

　　　 長期前払費用 3,381,722

       その他投資 14,610

     　投資その他の資産合計 3,396,332

  　　　 固定資産合計 16,500,526,892

Ⅱ   流 動 資 産

       現金及び預金 1,264,940,114

       未収金 353,750,085

       棚卸資産 2,892,882

       前払金 10,000

　　　 前払費用 3,381,722

       未収収益 96,136

       立替金 31,065

   　　　流動資産合計 1,625,102,004

 　　　　　資産合計 18,125,628,896

貸借対照表
（令和５年３月３１日）

1



負 債 の 部

Ⅰ   固 定 負 債

       資産見返負債（注）

       　資産見返運営費交付金等 277,725,001

       　資産見返補助金等 8,027,343

       　資産見返寄附金 37,941,158

       　建設仮勘定見返運営費交付金等 407,000

       　建設仮勘定見返施設費 34,840,568

       　資産見返物品受贈額 870,117,840 1,229,058,910

       長期前受受託研究費（注） 1

       長期リース債務 106,715,035

   　　　固定負債合計 1,335,773,946

Ⅱ   流 動 負 債

       寄附金債務（注） 7,736,338

       前受受託研究費（注） 244,604

　　　 前受共同研究費（注） 2,549,687

       未払金 586,784,081

       未払費用 14,324,420

       仮受金 51,000

       未払消費税等 1,641,000

       前受金 7,226,931

       預り金 31,259,207

       科学研究費助成事業等預り金 103,836,076

　　　 賞与引当金 4,219,580

       短期リース債務 38,499,393

  　　 　流動負債合計 798,372,317

 　　　　　負債合計 2,134,146,263

純資産の部 

Ⅰ   資 本 金

       地方公共団体出資金 24,534,298,800

　    　 資本金合計 24,534,298,800

Ⅱ   資本剰余金

       資本剰余金 2,817,070,012

       損益外減価償却累計額　　 減価償却相当累計額（△）（注） △ 12,145,672,499

　　 除売却差額相当累計額（△）（注） △ 92,571,808

   　　　資本剰余金合計 △ 9,421,174,295

Ⅲ   利益剰余金

       前中期目標期間繰越積立金（注） 731,809,118

       当期未処分利益 146,549,010

　      (うち当期総利益　146,549,010）

   　　　利益剰余金合計 878,358,128

 　　　純資産合計 15,991,482,633

 　　　　負債純資産合計 18,125,628,896

（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

2



損益計算書
（令和４年４月１日～令和５年３月３１日 ）

(単位：円)

 経常費用

   業 務 費

     教育経費 449,570,790

     研究経費 86,998,391

     教育研究支援経費 103,662,971

     受託研究費 15,358,884

     共同研究費 4,385,166

     受託事業費等 1,340,681

     役員人件費 66,221,086

     教員人件費 1,886,495,620

     職員人件費 385,184,203 2,999,217,792

   一般管理費 546,284,503

   財務費用

     支払利息 4,744,754 4,744,754

   雑損 151,510

 　経常費用合計 3,550,398,559

 経常収益

   運営費交付金収益（注） 1,941,803,016

   授業料収益（注） 1,062,745,800

   入学金収益（注） 143,016,200

   検定料収益 28,693,600

   受託研究収益（注） 18,499,493

   共同研究収益（注） 4,868,787

   寄附金収益（注） 8,108,530

   施設費収益（注） 109,692,000

   補助金等収益（注） 92,142,067

   資産見返負債戻入（注）

     資産見返運営費交付金等戻入 53,111,039

     資産見返補助金等戻入 1,997,464

     資産見返寄附金戻入 4,087,255

     資産見返物品受贈額戻入 48,002,379 107,198,137

   財務収益

     受取利息 340,628 340,628

   雑　益

     財産貸付料収益 13,021,269

     公開講座等収益 1,363,500

     講習料収益 129,000

     手数料収益 240,400

     研究関連収入 25,715,237

     大学入学共通テスト実施経費収益 4,852,274

     その他の雑益 21,015,084 66,336,764

　 経常収益合計 3,583,445,022

　　 経常利益 33,046,463

 当期純利益 33,046,463

 目的積立金取崩額（注） 113,502,547

 当期総利益 146,549,010

（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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資本剰余金を減額したコスト等に関する注記

当期総利益 146,549,010

　減価償却相当額 △ 574,290,418

　賞与引当増加相当額 △ 8,130,566

　退職給付引当増加相当額（注） 26,000,648

　小計 △ 556,420,336

施設費収益相当額 410,742,689

　　　　資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額 871,363

　　　（注）退職給付引当増加相当額の中には、埼玉県からの派遣職員に係る△14,810,818が含まれております。

科学研究費助成事業等に関する注記

当期受入額 85,090,000

当期支出額 76,388,415
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キャッシュ・フロー計算書
（令和４年４月１日～令和５年３月３１日 ）

（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 512,524,136

人件費支出 △ 2,252,895,750

その他の業務支出 △ 603,808,739

運営費交付金収入 2,011,341,026

授業料収入 986,039,850

入学金収入 126,660,200

検定料収入 28,693,600

受託研究収入 16,029,180

共同研究収入 4,405,700

補助金等収入 100,990,400

寄附金収入 7,411,000

その他の収入 157,909,075

科学研究費助成事業等預り金収支差額 11,584,208

その他預り金の増減額 6,768,915

業務活動によるキャッシュ・フロー 88,604,529

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 550,000,000

定期預金の払戻による収入 550,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 468,412,249

施設費による収入 417,450,600

小計 △ 50,961,649

利息及び配当金の受取額 336,778

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 50,624,871

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 78,710,168

小計 △ 78,710,168

利息の支払額 △ 4,921,097

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 83,631,265

Ⅳ 資金増加額 △ 45,651,607

Ⅴ 資金期首残高 760,591,721

Ⅵ 資金期末残高 714,940,114
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　（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益

当期総利益

Ⅱ　　利益処分額

積立金

地方独立行政法人法第４０条第３項により

設立団体の長の承認を受けようとする額

　教育研究の質の向上及び組織運営の改善積立金 142,862,492 146,549,010

利益の処分に関する書類

146,549,010

146,549,010

3,686,518
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重要な会計方針 

当事業年度より、改訂後の「地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基

準注解」（令和４年８月 31 日改訂）並びに「『地方独立行政法人会計基準及び地方独立

行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ」（令和４年９月改訂）（以下「地方独立行政法

人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しています。 

なお、地方独立行政法人会計基準等のうち、資産見返負債の会計処理の廃止に係る改

訂内容については、令和５事業年度から適用し、収益認識に関する会計基準の導入によ

る改訂内容については、令和６事業年度から適用します。 

 

 １ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

   期間進行基準を採用しています。なお、退職一時金に充当される運営費交付金に

ついては費用進行基準を採用しています。 

 

 ２ 減価償却の会計処理方法 

   定額法を採用しています。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としていますが、設立団体か

ら承継した固定資産については承継時の残存耐用年数を用いています。 

 

   主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

    建物         4 年～36 年 

    構築物       4 年～29 年 

    機械装置      6 年 

    工具器具備品    2 年～15 年 

    車両運搬具      6 年 

 

なお、リース資産についてはリース期間を耐用年数とする定額法によっています。 

また、特定の資産（地方独立行政法人会計基準（以下「基準」という。）第 87）

の減価償却相当額については、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して

表示しています。 

 

３ 引当金の計上基準 

 （１）賞与引当金及び見積額の計上基準 

運営費交付金による財源措置がなされない非常勤教職員に対して支給する賞

与に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しています。 

上記以外の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞

与引当金は計上していません。 
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なお、公立大学法人の業務運営に関する住民等の負担に帰せられるコストの算

定に用いた賞与引当増加相当額は、基準第 88 に基づき当期末の賞与引当相当額

から前期末の同相当額を控除した額を計上しています。 

 （２）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

    役員及び教職員の退職一時金については、運営費交付金による財源措置がなさ

れるため、退職給付に係る引当金は計上していません。 

    なお、公立大学法人の業務運営に関する住民等の負担に帰せられるコストの算 

定に用いた退職給付引当増加相当額は、基準第 89 に基づき計算された退職一時 

金に係る退職給付債務の当期増加額を計上しています。 

 

 ４ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   貯蔵品：移動平均法  

 

 ５ リース取引の会計処理方法 

   リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売

買取引に係る方法に準じた会計処理によっています。リース料総額が 300 万円未満

のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっています。 

 

 ６ 消費税等の会計処理方法 

   消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。 
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表示方法の変更 

１．純資産の部の表示方法の変更 

損益外減価償却累計額について、地方独立行政法人会計基準等の改訂に伴い、当事業

年度より、減価償却相当累計額として表示しています。 

損益外除売却差額相当額について、前事業年度まで資本剰余金に含めて表示していま

したが、地方独立行政法人会計基準等の改訂に伴い、当事業年度より、資本剰余金（設

立団体納付差額）を除いて、資本剰余金の控除項目の除売却差額相当累計額として表示

しています。 

損益外除売却差額相当額について表示方法を変更したことにより、資本剰余金の当期

首残高が 92,571,808 円増加し、除売却差額相当累計額の当期首残高が 92,571,808 円減

少しています。 

 

２．科学研究費助成事業等関係 

地方独立行政法人会計基準等の改訂に伴い、当事業年度より、貸借対照表の「預り科

研費補助金等」を「科学研究費助成事業等預り金」として、損益計算書の「科学研究費

間接経費収益」を「研究関連収入」として表示しています。 
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注記事項 

１ 貸借対照表関係 

 （１）運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額 

    757,848,417 円 

    （埼玉県からの派遣職員に対する退職給付見積額は上記から除いています。） 

 

 （２）運営費交付金から充当されるべき賞与引当金の見積額 

    170,766,846 円 

 

２ キャッシュ・フロー計算書関係 

 （１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

    現金及び預金勘定    1,264,940,114 円 

    定期預金       △550,000,000 円 

    資金期末残高       714,940,114 円 

 

 （２）重要な非資金取引の内容 

ア 現物寄附による有形固定資産の取得 

図書            126,682 円 

工具器具備品        3,826,245 円 

合計           3,952,927 円 

 

  イ ファイナンス・リースによる有形固定資産の取得 

    10,387,080 円 

 

 

３ 公立大学法人の業務運営に関する住民等の負担に帰せられるコストの注記関係 

（１）業務費用 

➀損益計算書上の費用                   3,550,398,559円 

②（控除）自己収入等                  △1,318,495,915 円 

業務費用合計                     2,231,902,644円 

（２）資本剰余金を減額したコスト等               556,420,336 円 

（３）機会費用 

地方公共団体出資等の機会費用                47,995,182円 

（４）公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト   

2,836,318,162 円 
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公立大学法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコストの注記にお 

ける機会費用の計上方法 

地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率は、新発 10年国債の令 

和５年３月末利回りを参考に 0.32％で計算しています。 

 

 ４ 重要な債務負担行為 

   該当する事項はありません。 

 

 ５ 重要な後発事象 

   該当する事項はありません。 

 

６ 金融商品の時価等に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

    当法人は、資金運用については短期的な預金及び公社債等に限定しています。 

未収債権等に係る信用リスクは、債権管理規程等に沿って軽減を図っています。 

 

 （２）金融商品の時価等に関する事項 

現金及び預金、未払金は、短期間で決済されるため時価は帳簿価額に近似する

ことから、注記を省略しています。 
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附属明細書

当期償却額
当期

減損損失

当期
減損損失
相当額

建物 21,802,025,189 410,742,689 0 22,212,767,878 11,978,136,355 543,526,119 0 0 0 10,234,631,523 （注）

構築物 21,128,920 0 0 21,128,920 5,870,725 1,373,663 0 0 0 15,258,195

工具器具備品 259,862,206 0 0 259,862,206 161,665,418 29,390,636 0 0 0 98,196,788

計 22,083,016,315 410,742,689 0 22,493,759,004 12,145,672,498 574,290,418 0 0 0 10,348,086,506

建物 1,500,000 0 0 1,500,000 150,750 100,500 0 0 0 1,349,250

構築物 1,249,793,749 0 0 1,249,793,749 631,131,552 48,535,520 0 0 0 618,662,197

機械装置 8,281,173 0 0 8,281,173 8,281,172 0 0 0 0 1

工具器具備品 732,324,433 88,381,765 7,088,611 813,617,587 597,318,980 61,771,870 0 0 0 216,298,607

図書 364,766,085 6,135,465 13,082 370,888,468 0 0 0 0 0 370,888,468

車両運搬具 3,013,500 0 0 3,013,500 3,013,499 0 0 0 0 1

リース資産 394,410,344 10,387,080 220,778,656 184,018,768 42,408,806 75,375,556 0 0 0 141,609,962 （注）

計 2,754,089,284 104,904,310 227,880,349 2,631,113,245 1,282,304,759 185,783,446 0 0 0 1,348,808,486

土地 4,742,100,000 0 0 4,742,100,000 0 0 0 0 0 4,742,100,000

美術品・収蔵品 22,872,000 0 0 22,872,000 0 0 0 0 0 22,872,000

建設仮勘定 46,507,657 10,186,000 21,446,089 35,247,568 0 0 0 0 0 35,247,568

計 4,811,479,657 10,186,000 21,446,089 4,800,219,568 0 0 0 0 0 4,800,219,568

土地 4,742,100,000 0 0 4,742,100,000 0 0 0 0 0 4,742,100,000

建物 21,803,525,189 410,742,689 0 22,214,267,878 11,978,287,105 543,626,619 0 0 0 10,235,980,773

構築物 1,270,922,669 0 0 1,270,922,669 637,002,277 49,909,183 0 0 0 633,920,392

機械装置 8,281,173 0 0 8,281,173 8,281,172 0 0 0 0 1

工具器具備品 992,186,639 88,381,765 7,088,611 1,073,479,793 758,984,398 91,162,506 0 0 0 314,495,395

図書 364,766,085 6,135,465 13,082 370,888,468 0 0 0 0 0 370,888,468

美術品・収蔵品 22,872,000 0 0 22,872,000 0 0 0 0 0 22,872,000

車両運搬具 3,013,500 0 0 3,013,500 3,013,499 0 0 0 0 1

建設仮勘定 46,507,657 10,186,000 21,446,089 35,247,568 0 0 0 0 0 35,247,568

リース資産 394,410,344 10,387,080 220,778,656 184,018,768 42,408,806 75,375,556 0 0 0 141,609,962

計 29,648,585,256 525,832,999 249,326,438 29,925,091,817 13,427,977,257 760,073,864 0 0 0 16,497,114,560

電話加入権 68,000 0 52,000 16,000 0 0 0 0 0 16,000

計 68,000 0 52,000 16,000 0 0 0 0 0 16,000

長期前払費用 6,763,444 0 3,381,722 3,381,722 0 0 0 0 0 3,381,722

敷金及び保証金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他投資 14,610 0 0 14,610 0 0 0 0 0 14,610

計 6,778,054 0 3,381,722 3,396,332 0 0 0 0 0 3,396,332

（注）建物の当期増加額のうち主なものは、空調・給排水設備改修工事161,021,597円、北棟映像音響設備更新工事112,090,000円です。

（注）リース資産の当期減少額は、リース期間満了によるものです。

（１）　固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第８７　特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及び「第９１ 資産除去債務に係る特定の
　　除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

　　　（単位：円）

摘要

投資その他の
資産

有形固定資産
合計

非償却資産

差引当期末
残高

減損損失累計額

期末残高

減価償却累計額

無形固定資産

有形固定資産
（特定償却資産）

有形固定資産
（特定償却資産
以外）

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額
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（２）　棚卸資産の明細

（３）　有価証券の明細

　　（３）－１　流動資産として計上された有価証券
　　　　　　　　該当事項はありません。

　　（３）－２　投資その他の資産として計上された有価証券

　　　　　　　　該当事項はありません。

（４）　長期貸付金の明細

（５）　長期借入金の明細

（６）　公立大学法人債の明細

（７）　引当金の明細

（８）　資産除去債務の明細

（９）　保証債務の明細

4,572,086 0 4,219,580

4,572,086 4,219,580 4,572,086 0 4,219,580

400,126

（単位：円）

当期減少額

払出・振替 その他

496,297

期末残高

2,328,324

当期減少額
期末残高 摘要

目的使用 その他

　　　　　　　　該当事項はありません。

　　　　　　　　該当事項はありません。

　　　　　　　　該当事項はありません。

　　　　　　　　該当事項はありません。

区分 期首残高 当期増加額

賞与引当金

計

　　　　　　　　該当事項はありません。

4,572,086 4,219,580

種類

貯蔵品（薬品）

貯蔵品（郵券）

計

0

0

その他

03,350,192 2,753,457

期首残高

2,424,495

925,697

当期増加額

当期購入・
製造・振替

2,353,331 2,714,470

3,210,767

0

0

0

564,558

2,892,882

摘　要

（単位：円）
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（１０）　資本剰余金の明細

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

1,930,199,462 410,742,689 0 2,340,942,151 建物の改修

22,990,000 0 0 22,990,000

453,137,861 0 0 453,137,861

2,406,327,323 410,742,689 0 2,817,070,012

　施設費

　地方公共団体からの譲与

　目的積立金

計

（単位：円）

区分
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　　（１１）　目的積立金の取崩しの明細
（単位：円）

中期目標期間終了時の
積立金への振替額

合計

（単位：円）

教育研究の質
の向上に資す
る事業展開

学内システム
の強化・見直し

安心して学べ
る環境の整備

本学独自の
修学支援制度

情報センター
の充実強化

その他 計

教育経費 7,520,637 15,852,856 12,981,466 30,044 0 0 36,385,003

　消耗品費 1,554,260 0 3,193,705 9,910 0 0 4,757,875

　備品費 1,137,820 0 0 0 0 0 1,137,820

　印刷製本費 381,150 0 0 0 0 0 381,150

　旅費交通費 112,536 0 0 0 0 0 112,536

　通信運搬費 1,058,544 2,158,076 0 0 0 0 3,216,620

　賃借料 73,116 6,158,900 0 0 0 0 6,232,016

　保守費 0 2,112,000 0 0 0 0 2,112,000

  修繕費 2,617,675 0 5,231,877 0 0 0 7,849,552

　諸会費 125,033 0 0 0 0 0 125,033

  報酬･委託･手数料 460,503 5,423,880 4,555,884 0 0 0 10,440,267

  奨学費 0 0 0 20,134 0 0 20,134

研究経費 1,355,291 0 3,202,659 0 0 0 4,557,950

　旅費交通費 47,566 0 0 0 0 0 47,566

　修繕費 0 0 1,743,959 0 0 0 1,743,959

  報酬･委託･手数料 1,307,725 0 1,458,700 0 0 0 2,766,425

教育研究支援経費 791,885 0 3,202,659 0 26,037,668 0 30,032,212

　消耗品費 33,370 0 0 0 0 0 33,370

　旅費交通費 540,515 0 0 0 0 0 540,515

　賃借料 0 0 0 0 26,037,668 0 26,037,668

　修繕費 0 0 1,743,959 0 0 0 1,743,959

　諸会費 160,000 0 0 0 0 0 160,000

  報酬･委託･手数料 58,000 0 1,458,700 0 0 0 1,516,700

職員人件費 3,745,082 0 0 0 0 0 3,745,082

　非常勤人件費 3,745,082 0 0 0 0 0 3,745,082

一般管理費 16,261,528 5,882,800 16,637,972 0 0 0 38,782,300

　消耗品費 1,093,576 0 0 0 0 0 1,093,576

　備品費 0 0 625,680 0 0 0 625,680

　賃借料 264,000 0 0 0 0 0 264,000

　保守費 316,800 2,112,000 0 0 0 0 2,428,800

　修繕費 0 0 8,719,792 0 0 0 8,719,792

　広告宣伝費 3,388,000 0 0 0 0 0 3,388,000

　報酬･委託･手数料 11,199,152 3,770,800 7,292,500 0 0 0 22,262,452

小計 29,674,423 21,735,656 36,024,756 30,044 26,037,668 0 113,502,547

中期目標期間終了時の
積立金への振替額

0 0 0 0 0 165,799 165,799

合計 29,674,423 21,735,656 36,024,756 30,044 26,037,668 165,799 113,668,346

積立金の名称及び
事業名

666,837,498

積立金の名称及び
事業名

前中期目標期間繰越積立金

666,837,498

その他

教育研究の質の向上及び
組織運営の改善積立金

計

0

0
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（１２）　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

　　（１２）－１　運営費交付金債務

令和4年度 0 2,011,341,026 1,941,803,016 69,538,010 0 2,011,341,026 0

計 0 2,011,341,026 1,941,803,016 69,538,010 0 2,011,341,026 0

　　（１２）－２　運営費交付金収益

（１３）　運営費交付金以外の設立団体等からの財源措置の明細

施設整備費
補助金

0 528,974,600 409,096,600 109,692,000 10,186,000 0

計 0 528,974,600 409,096,600 109,692,000 10,186,000 0

費用進行基準

　　（１３）－１　施設費の明細
（単位：円）

（単位：円）

区分 合計

計

期間進行基準 1,811,970,016

129,833,000

1,941,803,016

1,811,970,016

129,833,000

当期交付額区　分 期首残高

（単位：円）

交付年度 期首残高
交付金

当期交付額

当期振替額

期末残高運営費交付
金収益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小計

摘　　要
期末
残高

令和４年度交付分

1,941,803,016

左の会計処理内訳

資本剰余金 施設費収益
建設仮勘定
見返施設費
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老 人 保 健 健 康
増 進 等 事 業

厚 生
労働省

直接
経費

0 12,869,000 0 0 0 0 12,869,000 0 15,675,000

ウィズコロナ時代
の新たな医療に対
応できる医療人材
養 成 事 業

厚 生
労働省

直接
経費

0 9,146,000 0 9,146,000 0 0 0 0 9,430,000

新型コロナウイル
ス感染症対策助成
事 業

日本学
生支援
機 構

直接
経費

0 1,000,000 0 0 0 0 1,000,000 0 1,000,000

埼玉県医療提供施
設光熱費等高騰対
策 支 援 金

埼玉県
直接
経費

0 40,000 0 0 0 0 40,000 0 40,000

授 業 料 等
減 免 負 担 金

埼玉県
直接
経費

0 78,233,067 0 0 0 0 78,233,067 0 78,233,067

直接
経費

0 101,288,067 0 9,146,000 0 0 92,142,067 0 104,378,067

間接
経費

0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 101,288,067 0 9,146,000 0 0 92,142,067 0 104,378,067

長 期 預 り
補 助 金 等

補 助 金 等
収 益

　　　事業」については、精算による返還額を含みます。

合　　計

（注）　「摘要」欄には、当期交付決定額を記載しており、「老人保健事業推進等事業」及び「ウィズコロナ時代の新たな医療に対応できる医療人材養成

　　（１３）－２　補助金等の明細
（単位：円）

名 称 交付元
経 費
の 別

期首
残高

当 期
交 付 額

当　　期　　振　　替　　額

期末
残高

摘 要
建 設
仮 勘 定
見 返
補 助 金 等

資 産 見 返
補 助 金 等

資 本
剰 余 金
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（１４）　役員及び教職員の給与の明細

（１５）　開示すべきセグメント情報
      当法人は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略しています。

３　支給人数は、報酬又は給与は年間平均支給人数で、退職給付は年間支給人数で記載しています。

58,269,460 4 00

0 0

　　 基づいています。

２　教職員に対する給与及び退職手当の支給基準の概要

役員

常勤

非常勤

計

教員

常勤

非常勤

計 2471,485,207,098 169,958,239 13

00

0

65,582,069 83

56

1,707,485,470 204 169,958,239 13

229,590,981

　　 教職員に対する退職手当については、「公立大学法人埼玉県立大学職員の退職手当に関する規則」
　　 に基づいています。

0143174,832,498

1,882,317,968 347 169,958,239 13

337,245,939 92 0 0

　　 教職員に対する給与については、「公立大学法人埼玉県立大学職員の給与に関する規則」及び「公立
　　 大学法人埼玉県立大学非常勤職員給与基準」に基づいています。
　②退職手当

　　 副理事長及び常勤理事については、「公立大学法人埼玉県立大学職員の給与に関する規則」に基づ
　　 いています。

41,595,471

59,864,931 8 0 0

1,419,625,029 164 169,958,239 13

　②退職手当
　   理事長に対する退職手当については、「公立大学法人埼玉県立大学役員報酬規則」に基づいていま
　　 す。
　　 副理事長及び常勤理事については、「公立大学法人埼玉県立大学職員の退職手当に関する規則」に

計

合計

常勤

非常勤

職員

常勤

非常勤

計

１　役員に対する報酬及び退職手当の支給基準の概要
　①役員報酬

４　上表の金額には、法定福利費（285,624,702円）は含まれていません。

（単位：円、人）

区分
報酬又は給与等 退職給付

金額 支給人員 金額 支給人員

36 0 0

00107,654,958

　　 理事長及び非常勤役員に対する報酬については、「公立大学法人埼玉県立大学役員報酬規則」に基
　　 づいています。

　①教職員給与

19



（１６）業務費及び一般管理費の明細

    教育経費
    　   消耗品費 63,848,475
　       備品費 5,308,247
 　      印刷製本費 7,119,215
　       水道光熱費 42,096,598
    　   旅費交通費 7,552,536
　       通信運搬費 6,708,753
　       賃借料 10,694,344
  　     保守費 49,550,952
     　  修繕費 7,879,802
  　     損害保険料 4,200
    　   諸会費 3,119,539
  　     会議費 8,845
   　    報酬･委託･手数料 85,790,202
   　    銀行手数料 11,360
 　      奨学費 94,666,704
　　     減価償却費 65,170,318
    　   雑費 40,700 449,570,790

    研究経費
　       消耗品費 17,188,273
  　     備品費 3,591,671
  　     印刷製本費 1,137,079
 　      水道光熱費 14,032,206
  　     旅費交通費 552,279
 　      通信運搬費 484,763
 　      賃借料 23,700
  　     保守費 13,194,280
 　      修繕費 2,222,514
 　      損害保険料 9,600
   　    諸会費 6,181,417
     　  会議費 1,168
  　     報酬･委託･手数料 19,628,002
　       銀行手数料 60,902
     　  租税公課 155,900
     　  減価償却費 8,500,137
  　     雑費 34,500 86,998,391

    教育研究支援経費
      　 消耗品費 6,912,670
  　     備品費 26,125
 　      印刷製本費 243,333
  　     水道光熱費 14,032,206
 　      旅費交通費 549,401
     　  通信運搬費 93,719
    　   賃借料 27,117,538
     　  保守費 17,114,966
   　    修繕費 1,743,959
  　     諸会費 431,140
  　     報酬･委託･手数料 31,313,167
　       銀行手数料 262
　       減価償却費 4,084,485 103,662,971

    受託研究費
      　 消耗品費 968,756
      　 備品費 396,209
　       印刷製本費 371,399
 　      旅費交通費 450,097
  　     通信運搬費 884,410
  　     賃借料 236,500
   　    広告宣伝費 165,000
  　     諸会費 12,000
  　     報酬・委託・手数料 11,479,101
 　      減価償却費 165,412
 　      雑費 230,000 15,358,884

（単位：円）
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    共同研究費
      　 消耗品費 2,594,634
      　 備品費 1,162,400
 　      旅費交通費 217,220
  　     通信運搬費 5,834
  　     諸会費 41,518
  　     報酬・委託・手数料 363,560 4,385,166

    受託事業費等
      　 消耗品費 889,801
      　 備品費 351,160
  　     諸会費 55,500
  　     報酬・委託・手数料 44,000
 　      銀行手数料 220 1,340,681

    役員人件費
       常勤役員人件費
    　   報酬 41,940,141
    　   賞与 16,329,319
    　   法定福利費 6,356,155 64,625,615
       非常勤役員人件費
    　   報酬 1,595,471 1,595,471 66,221,086

    教員人件費
       常勤教員人件費
    　   給料 1,039,999,529
    　   賞与 379,625,500
    　   退職給付費用 169,958,239
    　   法定福利費 230,025,391 1,819,608,659
       非常勤教員人件費
    　   給料 41,341,490
    　   賞与 1,016,002
    　   賞与引当金繰入額 197,528
    　   法定福利費 739,852 43,294,872
       臨時教員人件費
    　   賃金 23,027,049
    　   法定福利費 565,040 23,592,089 1,886,495,620

    職員人件費
       常勤職員人件費
    　   給料 176,328,749
    　   賞与 53,262,232
    　   法定福利費 35,891,867 265,482,848
    　 非常勤職員人件費
    　   給料 74,400,600
    　   賞与 8,089,987
    　   賞与引当金繰入額 4,022,052
    　   法定福利費 11,803,915 98,316,554
       臨時職員人件費
    　   賃金 21,142,319
    　   法定福利費 242,482 21,384,801 385,184,203

    一般管理費
    　   消耗品費 8,759,220
 　　　  備品費 1,086,305
　       印刷製本費 1,523,253
    　   水道光熱費 70,161,001
  　     旅費交通費 629,071
 　      通信運搬費 3,500,193
     　  賃借料 15,795,624
     　  車両燃料費 29,500
  　     福利厚生費 2,753,153
 　      保守費 149,950,266
  　     修繕費 114,194,937
   　    損害保険料 5,043,360
    　   広告宣伝費 3,952,000
   　    諸会費 2,849,130
 　      会議費 10,127
　       報酬･委託･手数料 55,718,380
  　     銀行手数料 307,393
 　      租税公課 2,074,800
   　    減価償却費 107,863,094
　       交際費 83,696 546,284,503
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（１７）　寄附金の明細

（単位：円、件）

区　分 当期受入額 件数

全　学

合　計

（１８）　受託研究の明細

（単位：円）

委託者 経費の別 期首残高 受託研究収益 期末残高

165,412 137,848

0 0

2,610,998 0

0 0

1,000,000 0

300,000 0

172,948 97,052

17,295 9,705

10,948,431 0

3,284,409 0

14,897,789 234,900

3,601,704 9,705

（１９）　共同研究の明細

（単位：円）

共同研究契約の相手方 経費の別 期首残高 共同研究収益 期末残高

4,426,170 2,317,897

442,617 231,790

4,426,170 2,317,897

442,617 231,790

（２０）　受託事業等の明細

　　　　　　　　該当事項はありません。

合　計
直接経費

間接経費

303,860 14,828,829

11,488,927 158 うち現物寄附　3,952,927円　116件

摘　要

11,488,927 158

当期受入額

埼玉県
直接経費 303,260 0

間接経費 0 0

地方公共団体等
（埼玉県以外）

直接経費 0 2,610,998

間接経費 0 0

独立行政法人
・国立大学法人

直接経費 0 1,000,000

間接経費 0 300,000

株式会社等
直接経費 0 270,000

間接経費 0 27,000

その他
直接経費 600 10,947,831

間接経費 60 3,284,349

間接経費 273,888 400,519

60 3,611,349

当期受入額

273,888 400,519

株式会社等
直接経費 2,738,886 4,005,181

合　計
直接経費

間接経費

2,738,886 4,005,181
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（２１）　科学研究費助成事業等の明細

（単位：円、件）

種　目 当期受入額

( 10,079,600 )

3,023,880

( 42,965,000 )

12,886,500

( 5,200,000 )

1,560,000

( 10,380,000 )

3,114,000

( 700,000 )

210,000

( 3,650,000 )

1,095,000

( 2,200,000 )

0

( 2,500,000 )

0

( 77,674,600 )

21,889,380

（注）上段（）内に直接経費相当額を、下段に間接経費相当額を記載しております。

厚 生 労 働 科 学
研 究 費 補 助 金

6

合　計 133

特 別 研 究 員
奨 励 費

2

挑 戦 的 研 究
（ 萌 芽 ）

4

若 手 研 究 15

若 手 研 究 （ Ｂ ） 1

基 盤 研 究 （ Ｃ ） 82

研究活動スタート
支 援

5

件数 摘要

基 盤 研 究 （ Ｂ ） 18
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（２２）　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

　①　現金及び預金

残高

7,000

714,933,114

550,000,000

1,264,940,114

　②　未払金

残高

157,195,800

72,138,000

128,311,351

228,707,562

431,368

586,784,081

残高

614,058,727

1

36

256,059,076

870,117,840

（単位：円）

区分 備考

普通預金

現金

定期預金

計

（単位：円）

区分 備考

人件費

業務費

一般管理費

資産

その他

計

　③　資産見返物品受贈額

（単位：円）

区分 備考

構築物

計

機械装置

工具器具備品

図書
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